
別紙10-3

【政策ごとの予算額等】

執 行 額

＜29,251,166＞ ＜10,789,357＞ ＜11,204,289＞

計

＜31,399,853＞ ＜16,940,335＞ ＜30,103,174＞

繰越し等

＜17,369,718＞ ＜0＞ ＜0＞

＜1,061,342＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜12,968,793＞ ＜16,940,335＞ ＜30,103,174＞ ＜30,002,427＞ ＜19,999,979＞

予
算
の
状
況

当初予算

補正予算

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支援等を推進すること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 番号 Ⅳ-１-１モニタリング等により評価が未実施であ

るため達成度合いは記載できない
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番号 Ⅳ-１-１

会計 組織／勘定

● 1

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 一般 都道府県労働局 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 労働保険特別会計 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
＜30,002,427＞ の内数 ＜19,999,979＞ の内数

小計
＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

1,877,092 2,093,632

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備
費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 174,498 170,066

小計
＜27,950,837＞ の内数 ＜17,736,281＞ の内数

男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 27,697,460 17,465,827

対応表に
おいて○
となって
いるもの

男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 138,122 137,253

男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 115,255 133,201

男女均等雇用対策費

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

政策評価調書（個別票２）

政策名 男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支援等を推進すること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

＜187,802,806＞ ＜201,871,220＞ ＜212,741,024＞

計

＜202,766,338＞ ＜232,637,426＞ ＜251,412,299＞

繰越し等

0

＜0＞ ＜0＞ ＜-15,947＞

＜1,737,342＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜201,028,996＞ ＜232,637,426＞ ＜251,428,246＞ ＜271,060,768＞ ＜285,641,026＞

予
算
の
状
況

当初予算

0

補正予算

0

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施であ

るため達成度合いは記載できない
番号 Ⅳ－２－１
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番号 Ⅳ－２－１

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

● 2 一般 都道府県労働局 ＜ ＞＜ ＞

● 3 労働保険特別会計 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 一般 都道府県労働局 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 一般 都道府県労働局 ＜ ＞＜ ＞

○ 5 労働保険特別会計 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
＜271,060,768＞ の内数 ＜285,641,026＞ の内数

小計
＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経費 1,877,092 2,093,632

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 174,498 170,066

小計
＜241,058,341＞ の内数 ＜265,641,047＞ の内数

高齢者等の雇用安定等の推進に必要な経費 2,176,996 2,257,658

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 225,688,499 250,412,305

対応表に
おいて○
となって
いるもの

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 9,433,591 8,856,402

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 3,360,688 3,135,933

高齢者等雇用安定・促進費

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜27,950,837＞ の内数 ＜17,736,281＞ の内数

男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 27,697,460 17,465,827

対応表に
おいて●
となって
いるもの

男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 138,122 137,253

男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 115,255 133,201

男女均等雇用対策費

予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用安定等の推進に必要な経費 398,567 978,749

政策評価調書（個別票２）

政策名 非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること
（千円）

予　算　科　目
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

1,200,327 1,885,438 3,246,163

＜2,001,527＞ ＜2,063,852＞ ＜2,028,467＞

計

2,570,751 2,932,802 6,412,073

＜2,007,643＞ ＜2,070,985＞ ＜2,028,559＞

繰越し等

4,451 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

14,053,941

＜2,007,643＞ ＜2,070,985＞ ＜2,028,559＞ ＜2,051,590＞ ＜2,263,698＞

予
算
の
状
況

当初予算

2,532,357 2,932,802 6,412,073 12,310,688

補正予算

33,943 0 0

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 長時間労働の抑制、年次有給休暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 番号 Ⅳ-3-1モニタリング等により評価が未実施であ

るため達成度合いは記載できない
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番号 Ⅳ-3-1

会計 組織／勘定

● 1 労働保険特別会計労災勘定

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
12,310,688 14,053,941

＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

小計
＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

1,877,092 2,093,632

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備
費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 174,498 170,066

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
12,310,688 14,053,941

の内数 の内数

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 12,310,688 14,053,941

政策評価調書（個別票２）

政策名 長時間労働の抑制、年次有給休暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

8,112,905 8,404,273 8,932,070

＜2,001,527＞ <2,063,852> ＜2,028,467＞

計

8,113,379 8,404,389 8,965,368

＜2,007,643＞ ＜2,070,985＞ ＜2,028,559＞

繰越し等

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

8,797,390

＜2,007,643＞ ＜2,070,985＞ ＜2,028,559＞ ＜2,051,590＞ ＜2,263,698＞

予
算
の
状
況

当初予算

8,113,379 8,404,389 8,965,368 9,190,238

補正予算

0 0 0

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 Ⅳ－３－２
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番号 Ⅳ－３－２

会計 組織／勘定

● 1 労働保険特別会計労災勘定

● 2 労働保険特別会計雇用勘定

● 3

● 4

◆ 1 労働保険特別会計雇用勘定

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
9,190,238 8,797,390

＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

小計
＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経費 1,877,092 2,093,632

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 174,498 170,066

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
30,781 30,200

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費 独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費交付金に必要な経費 30,781 30,200

小計
9,159,457 8,767,190

の内数 の内数

6,673,061

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

中小企業退職金共済等事業費 中小企業退職金共済等事業に必要な経費 2,298,337 2,094,129

中小企業退職金共済等事業費 中小企業退職金共済等事業に必要な経費 6,861,120

政策評価調書（個別票２）

政策名 豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 個別労働紛争の解決の促進を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 番号 Ⅳ-4-1

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

2,308,516 2,877,705 3,018,854 3,854,543

補正予算

0 0 0

4,621,780

＜2,007,643＞ ＜2,070,985＞ ＜2,028,559＞ ＜2,051,590＞ ＜2,263,698＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計

2,308,516 2,877,705 3,018,854

＜2,007,643＞ ＜2,070,985＞ ＜2,028,559＞

執 行 額

2,095,858 2,545,757 2,731,089

＜2,001,527＞ ＜2,063,852＞ ＜2,028,467＞

モニタリング等により評価が未実施であ

るため達成度合いは記載できない
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番号 Ⅳ-4-1

会計 組織／勘定

● 1 一般 都道府県労働局

● 2 労働保険特別会計労災勘定

● 3 労働保険特別会計 雇用勘定

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別会計雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名 個別労働紛争の解決の促進を図ること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 63,047 83,501

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 1,895,758 2,269,149

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 1,895,738 2,269,130

小計
3,854,543 4,621,780

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

1,877,092 2,093,632

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備
費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 174,498 170,066

小計
＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数

合計
3,854,543 4,621,780

＜2,051,590＞ の内数 ＜2,263,698＞ の内数


